
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額

（単位：千円）

別　紙

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

377,983

181,465

91,459

16%

0 6,398 6,398

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

（５）消費生活相談窓口高度化事業

0 0 0

3,767

都道府県 市町村 合計

38 11,534 11,572

2,759 6,526

0 0 0

0 0 0

37,406 54,053 91,459

4,349

0 0

0

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

0 200 200

5,855

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 675

（８）消費者教育・啓発活性化事業 31,420 25,433 56,853

0

（９）商品テスト強化事業 0 0

3,380 4,055

消費者行政決算総額 559,448

合計

1,506



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円管内市町村 9 2,609 3,380

対象人員数

1

追加的総費用追加的総業務量（総時間）

736 675県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

法人募集型

人

人日

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人人

人日

人

人日

事業実施自治体

　広島市，三原市，福山市，庄原市，府中町，熊野町



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

0

0

50 50

0

0

0

事業の実績

0 0

675 675

37,406

0

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

0 0

38 38

0

31,751

0

31,420 31,420

0

3,767

805

0

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

0

1,506

　消費者被害に遭いやすい高齢者や若年者（大学生等）を対象とする啓発資料の作成・
配布を行った。
　消費者団体活動報告会及び講演会を実施した。

31,751

0

0

―0 0

0

―

―

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

0 0

0

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

0

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

0 0

3,767 3,767

0

3,767

0

0 0 00

　啓発資料の作成等を行う臨時職員を雇用した。

0

805

事業（実績）の概要

―

―

―

　相談業務に必要な書籍・ＤＶＤを購入した。

―

―

　県や市町の消費生活相談員等に対して専門知識やあっせん技術の習得等の実務的な
研修を実施した。（5テーマ延べ12回実施）

―

0 0

37,406

1,806 1,806 1,506

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

38,179

0

38,179合計

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 0 0 0

　今後の消費者行政のあり方を示す計画を平成２２年度に策定するため，広島県消費生
活審議会において審議した。
　複雑で高度な専門知識を要する相談に対応するため，建築士等の専門家による相談を
実施した。（消費生活相談員同席）
　消費生活相談員等が専門家から困難事例の対応方法等のアドバイスを受けた。

―

0



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

対象経費（実績）

ー

ー

ー

　消費生活センター機能の強化が図られた。

　臨時職員報酬・共済費

ー

　研修実施委託経費（講師謝金・旅費，会場費，教材作成費）

事業名

　消費生活相談員等の資質向上が図られた。

　「消費者被害の未然防止」「自立した消費者の育成」が図ら
れた。

ー

ー

ー

⑦消費生活相談窓口高度化事業

ー

ー

　高齢者向け啓発パンフレット・グッズ作成委託費
　大学生等新入生向けパンフレット作成委託費
　講演会開催経費（講師謝金・旅費，会場費，周知チラシ作成費）

ー

ー

ー

ー

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

人

年間研修総日数

事業強化・機能強化の成果

　消費者啓発等の強化が図られた。

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

参加者数

ー

ー

　書籍・ＤＶＤ購入経費

ー

人

人日

人日

年間研修総日数

人日年間研修総日数

人
法人募集型

実地研修受入人数

年間研修総日数

実地研修受入希望人数

⑨消費者教育・啓発活性化事業

自治体参加型

参加希望者数

⑧食品表示・安全機能強化事業

事業計画

人

人日

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化） ー

研修参加・受入要望

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

研修参加・受入

ー

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） ー ー

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 　審議会委員報酬・旅費,審議会資料代，専門家謝金・旅費

　消費者基本計画の骨子（基本理念・基本的方向・重点目
標）が定まった。
　専門家による相談を実施することにより，複雑多様化する相
談内容への対応が可能となった。また，消費生活相談員等の
資質向上が図られた。



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

11,024

2,133

0

9,401

0

2,580

―

66,504

0

0

―

広島市，呉市，竹原市，三原市，尾道市，福山市，府中市，三
次市，庄原市，大竹市，東広島市，廿日市市，安芸高田市，江
田島市，府中町，海田町，熊野町，安芸太田町，北広島町，大
崎上島町，世羅町，神石高原町

三原市

―

―

―

広島市，呉市，竹原市，三原市，尾道市，府中市，三次市，庄
原市，大竹市，東広島市，廿日市市，安芸高田市，江田島市，
府中町，安芸太田町，北広島町，大崎上島町，神石高原町

0

50 50

0

熊野町，坂町

広島市

―

大竹市，安芸高田市，江田島市，府中町，海田町，安芸太田町

0

25,433

0

200

11,024

66,504

0

0

4,142

0

3,380

54,053

50

00

50

0

0

3,802

4,299

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

4,142

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費
計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費
計

事業経費

2,580

3,802

396

0

200 200 200

25,43330,294

54,053

0

3,380

0

0

396

335

7,097

0

335

394

6,004

0

21

0

30,294

0

0

7,097

0

394

6,004

2,133

0

9,401

0 0

0

21

2,738

0

0

2,738

0

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

合計

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

4,2996,584 6,584

実施市町村

広島市，三原市，尾道市，福山市，大竹市，東広島市，北広島町

―

安芸太田町

広島市，三原市，福山市，庄原市，府中町，熊野町

―

広島市，呉市，三原市，尾道市，福山市，三次市，東広島市，廿日市市

竹原市，庄原市



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

相談用備品（パソコン，机，椅子，プロジェクタ，参考図書等）を購入を行った結果，生活センターの機能強化が図られた。

ー

消費生活相談員等の新規配置及び勤務日数の増加を行ったことにより，年々増加・複雑多様化する相談に対応することができるようになった。

ー

消費者トラブルの事例紹介及び対処法等を記載したパンフレットの作成・配布及び講演会開催等を行うことにより，自立した消費者を育成できた。

相談室改修，相談用備品（パソコン，コピー機，プロジェクタ，参考図書等）を購入及び相談窓口周知パンフレットの作成・配布を行った結果，生活センターの機能強化が図ら
れた。

国民生活センター等が開催する研修に消費生活相談員等を派遣することにより，消費生活相談員等の資質向上が図られた。

⑨消費生活相談窓口高度化事業 ー

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

相談室改修，相談用備品（パソコン，コピー機，プロジェクタ，参考図書等）を購入及び相談窓口周知パンフレットの作成・配布を行った結果，相談窓口の機能強化が図られ
た。

ー

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 消費生活相談員等に対する研修会を開催することにより，消費生活相談員等の資質向上が図られた。

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

食の安全に係る講演会の開催及びパンフレットの作成・配布することにより，多くの住民に食の安全についての啓発を図ることができた。

相談用備品（パソコン，専用電話，参考図書等）を購入を行った結果，相談窓口の機能強化が図られた。

ー

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

事業・機能強化の成果の概要

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

ー

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 弁護士・司法書士等の専門家による相談会を開催することにより，複雑多様化する相談内容にが対応可能となった。また，消費生活相談員等の実務能力の向上が図られた。

ー

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充） ー

民生委員・社会福祉協議会・警察等を対象にしたパンフレットを作成・配布することにより，関係機関の連携を図ることができた，

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）



10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

11．消費者行政決算

千円 91,459

千円 559,448

-

千円462,636 千円 467,989

千円462,636

千円

- 千円54,053

124,857 127,412

124,857

千円

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

千円

千円交付金相当分

千円

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

37,406 千円

337,779 千円

千円うち管内の市町村合計

91,459

37,406

前年度差

40,204 千円

- 千円

54,053

0

0

千円積増し相当分

うち都道府県

16.3%

-

337,779 千円 377,983

千円 181,465

千円

千円

千円

2,798 千円

56,608 千円

- 千円

千円

千円

96,812 千円

- 千円

5,353 千円

チェック項目

-

9.9%

-

-

29.8%

-

-

平成20年度 平成21年度

-

①都道府県の消費者行政決算

- 千円 0千円

千円

千円

-

- 千円

2,555

-- 千円 2

- -千円 2

千円 -

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費 340,577

-



12．基金の管理（実績）

13．都道府県の消費生活相談窓口

14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

360,000

487

②研修参加支援

③就労環境の向上

国民生活センター等が開催する研修への参加支援

④その他

千円

処遇改善の取組 具体的内容

0 千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末 相談員総数

設置当初の基金残高（交付金相当分）

平成20年度末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

平成20年度末 相談員総数 7

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

0

人

0 千円

360,000 千円

91,459 千円

千円

427,428 千円

0 千円

相談員総数 6人 21年度末実績

0

千円

千円

平成20年度末 相談員総数 7 人

人

21年度末実績 相談員総数 6 人

人 21年度末実績 相談員総数

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績平成20年度末 相談員総数

①報酬の向上

相談員総数



15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

③就労環境の向上

④その他

【実施市町村】
　福山市，庄原市，府中町，熊野町
【具体的内容】
　相談件数の増加に伴う消費生活相談員の増員

【実施市町村】
　広島市，呉市，安芸高田市，海田町，熊野町
【具体的内容】
　相談室改修，相談用備品（パソコン，専用電話，電話用ヘッドホン，コピー機，参考図書等）の購入

②研修参加支援

【実施市町村】
　広島市
【具体的内容】
　月額2500円増額

【実施市町村】
　広島市，呉市，竹原市，三原市，尾道市，府中市，三次市，庄原市，大竹市，東広島市，廿日市市，安芸高田市，府中町，海田町，熊野町，北広島町，
大崎上島町，世羅町，神石高原町
【具体的内容】
　国民生活センター等が開催する研修への参加回数の増

人

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

①報酬の向上

人 21年度末実績 相談員総数 45平成20年度末 相談員総数 39

うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数

人

人 21年度末実績 相談員総数 人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 39 人 21年度末実績 相談員総数 45

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数


